
 

はしがき 

 

我が国は、人口減少・少子高齢化社会の到来、家族やコミュニティの機能の

変容をはじめとする時代の潮流の中にあり、住民に身近な行政の果たすべき役

割は従来に増して大きくなることが見込まれ、地方公共団体は、これまで以上

に住民の負託に応えられる存在に進化を遂げていくことが必要である。 

現在、政府においては、第３３次地方制度調査会が設置され、社会全体にお

けるデジタル・トランスフォーメーションの進展及び新型コロナウイルス感染

症対応で直面した課題等を踏まえ、ポストコロナの経済社会に的確に対応する

観点から、国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の関係その他の必要な地

方制度のあり方についての調査・審議が行われているところである。 

地方自治を取り巻く状況の変化を踏まえ、当センターは、学識経験者の方々

にご参加いただき、今後の地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の

展望等について自由闊達にご議論いただくことを目的として、「２１世紀地方自

治制度についての調査研究会」を設置した。 

本研究会における新しい視点からの自由な論議が地方自治制度の構築の参考

となり、地方自治の更なる発展に資することとなれば望外の喜びである。 

なお、本研究の企画及び実施に当たっては、総務省自治行政局行政課から多

くのご協力をいただいた。 

 

 

 

令和５年３月 

 

一般財団法人 自治総合センター 

   理事長 安 田  充 

 

  



 



２１世紀地方自治制度についての調査研究会 

 

構 成 員 名 簿 

 
（五十音順、敬称略） 

 

 太田 響子  愛媛大学 法文学部 准教授 

小塚 荘一郎 学習院大学 法学部 教授 

須田 守 京都大学大学院 法学研究科 准教授 

田尾 亮介 東京都立大学大学院 法学政治学研究科 准教授 

羅 芝賢 國學院大學 法学部 准教授 

成原  慧 九州大学 法学研究院 准教授 

松浦 正浩 明治大学専門職大学院 ガバナンス研究科 専任教授 

村上 裕一 北海道大学大学院 公共政策学連携研究部 准教授 

山本 紗知 東京経済大学 現代法学部 准教授 

横田 明美 千葉大学大学院 社会科学研究院 准教授 

 

以 上    
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